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⼤阪府内で賃貸住宅の提供などの事業を⾏う⼤阪府住宅供給公社(本社︓⼤阪市中央区、理事⻑︓堤 勇⼆、
以下、公社）は、創業 100 周年となる 2050 年の「公社がめざす将来像」とその実現に向けた⽅向性などを描き⽰
した「将来ビジョン 2050」を 2019 年 12 ⽉に策定しました。 
 
今後到来する⼈⽣ 100 年時代や働き⽅の多様化など、社会状況の変化に柔軟に対応し、お客様が笑顔になれるく
らしができるよう、これまでの定型的な“住宅”供給主体から、多様な住宅・施設・サービスなどの“⽣活”の提供主体と
なり、職員⼀丸で取組みます。 
 
■「将来ビジョン 2050」のポイント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼「将来ビジョン 2050」の全編は下記からご覧いただけます。 

https://www.osaka-kousha.or.jp/x-info/pdf/vision2050.pdf 

ニーズにあった住まい・共用部・
外構空間・サービス、やりがいづく
りの創出など、⼀⼈ひとりの⽣活
に寄り添うくらしづくりをめざします。

先進性のある新たな事業を展開
し、価値のあるまちづくりをめざし
ます。また、社会状況の変化に
応じて柔軟に「まち」の再編を
可能としたまちづくりをめざします。

くらし ま ち

社会を変える技術・仕組み・サー
ビスなどの検討をいち早く⾏い、
積極的に採用することで社会的
課題を解決し、⽇本の将来を
リードする団地をつくっていくことを
めざします。

社 会

公社がめざす将来像

１．建替え等による新しい価値の創造
２．ストックの⻑期有効活⽤
３．団地で地域・まちを活性化

団地活用の考え方

１．"住宅"の供給から"⽣活"の提供へ
２．「団地」から「地域・まち」へ
３．公社単独からパートナーシップへ

事業方針

実現に向けて

"生涯住み続けられる"
住環境の実現

"住まう価値"が持続する
まちづくりの実現

"日本の将来をリードする団地"
として社会的課題を解決



 
■「将来ビジョン 2050」の策定目的 
1950 年に公社の前⾝となる（財）⼤阪府住宅協会が設⽴され、⾦岡東ニュータウンをはじめとするニュータウン開発
や団地建設等に取組んできました。しかしながら、当時のニュータウンや団地の多くは再編や更新時期を迎えており、今
後さらに賃貸住宅を主な事業とする公社を取り巻く事業環境より⼀層のイノベーションの必要性が予測されます。また、
「⼈⽣ 100 年時代」を⾒据えて、⾼齢者の雇用延⻑化の議論も進んでいるなかで、⻑く健康であり続けることと、安
⼼して住み続けられることが社会的課題となっています。さらに、技術⾰新等の進展に伴う様々なライフスタイルが提案
されており、住宅を基本とした周辺環境も⼤きく変わっていくことが予測されます。 
 
こうした中で、今後予測される経営環境の変化へ備えるとともに、さらなる経営基盤の強化を図りながら、これから先の
めざす将来像とその実現に向けた⽅向性などを描き、時代の変化へ柔軟に対応しながら新たな価値を創造することを
目的に、策定しました。 
 
■持続可能な開発目標 SDGｓへの貢献 
公社は、国連目標であり、2025 年⼤阪・関⻄万博が達成目
標に掲げる「持続可能な開発目標(SDGs)」の実現を目指して
います。とりわけ、SDGｓの目標 11「住み続けられるまちづくり
を」および目標 17「パートナーシップで目標を達成しよう」の実現
に向けて事業展開を⾏っており、関係機関と連携して様々な取
組みを進めていくことで、SDGｓの実現に寄与していきます。 
 
◆⼤阪府住宅供給公社概要 
代 表 者 ︓ 理事⻑ 堤 勇⼆ 
所 在 地 ︓ ⼤阪市中央区今橋 2 丁目 3 番 21 号 
創 業 ︓ 1950 年 6 ⽉ 
事業内容  ︓ 賃貸住宅等管理事業、耐震化事業、建替事業、府営住宅管理事業など 
基 本 ⾦ ︓ 3,100 万円（全額⼤阪府出資） 
公社 WEB サイト ︓ https://www.osaka-kousha.or.jp/ 
 
 

【報道関係者様からのお問い合わせ先】 
⼤阪府住宅供給公社 総務企画部 企画室 経営企画課 

広報戦略グループ 担当︓⽥中・⼩原（おはら） 
Tel︓ 06-6203-5450 携帯︓070-4561-3634 FAX︓ 06-6203-7184 

 E-mail︓ kikaku5450@osaka-kousha.or.jp 

※本資料はインターネットプレス配信サービス「PRTIMES」、⼤阪府政記者会、⼤阪建設記者クラブに配布しています。 


